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１．

はじめに

　日本経済 ・貿易の特徴は，原材料を輸入し製品を加工する構造といわれてきた。それは生産力

水準に比べて資源量の乏しい状況の中で見いだしてきた経済成長を促す要因でもあ った。とりわ

け第二次世界大戦後は，素材産業を基軸として生産力発展が行われてきた。素材産業は，日本の

重琴な輸出産業でもあ った。原材料を輸入し製品を作る ，その製品を輸出するという経済構造は ，

加工貿易型として位置づけられた。加工製品の輸出を拡大するためには，アメリカ ，ヨーロッパ

から輸入した技術を応用 ・開発し国際競争力を強めることであ った。製品は，東南アジア ，アメ

リカの市場に向けられた。日本の貿易構造は，１９７０年代の世界経済の構造転換過程に歩調を合わ

すように変わ っていくことになっ た。 とくに１９８０年代の日本経済の「国際化」への志向，１９８５年

以降のプラザ合意以降の急激なドル安 ・円高傾向などは，転換を加速化させた。こうした中で国

際貿易のシステム転換を掲けたＧＡＴＴウルクアイ　ラウントの進展と１９９５年ＷＴＯの発足は ，

日本貿易の転換の到達点を迎えている 。日本の生産体制 ・貿易体制は，輸出主体から輸入を基軸

とする構造へ転換しつつあるのである 。この転換は，輸出主導型の国内生産体制 ・国際分業体制

から同一製品を輸出し同一製品を輸入するというような国際分業体制の転換，あるいは企業活動

の国民経済の枠を超えてのいわゆるｒグロー バル」システムヘの転換という形態で生じている 。

　第二次世界大戦後の日本貿易の象徴であり ，１９６０年代７０年代日本の輸出の大量を占めていた繊

維製品，鉄鋼などは，輸出金額 ・数量が低下しているだけでなく ，逆に輸入は大幅に増大してき

ている 。さらに戦後日本の経済成長の象徴であ った家庭電器とくにカラーテレビ，ＶＴＲなどは ，

輸出数量の減少は顕著であるばかりか，輸入数量は輸出数量をはるかに上回 ってきている 。１９７０

年代以降の日本経済の構造転換すなわち高付加価値 ・高度技術集約型産業への移行の典型である
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半導体生産は，日米半導体協定の影響や後発生産国の競争力増大などによっ て一時期は構造不況

業種へ転落する危険性もあ った。半導体の貿易は，輸出数量よりも輸入数量の伸ひの方が大きく

なっ ている 。さらに日本経済の１０％は自動車関連産業ともいわれているが，自動車生産は１９９０年

代に入 ってから急速に生産数量が低下している 。自動車生産の伸びは輸出が支えていたのである

がその輸出は近年減少傾向を続けている 。自動車は輸出が減少する中で輸入数量は着実に増加す

る傾向にある 。

　日本貿易の転換は，急速に転換しており ，１９６０年代後半から維持してきた貿易収支の黒字も近

年黒字額が減少する傾向にあり ，近い将来には赤字になる可能性も生じている 。それではこうし

た日本貿易の急速な転換は，なにを要因として生じてきたのであろうか。その要因は大きく二つ

あるであろう 。第１は，現代世界経済構造の転換である 。現代世界経済は ，１９７４－５年恐慌を契機

として大きな転換点を迎えている 。日本経済 ・貿易は，世界経済構造の転換と歩調を合わせて変

わっ てきたのである 。第２は，日本経済のｒ国際化」の進展とりわけ日本企業の海外進出の増

大・ 多国籍企業化への進展である 。１９８０年代は日本企業の海外進出は加速度的に進展した。とり

わけ東南アジア，アメリカ市場への進出はめさましいものがあり ，その結果は海外生産品の輸入

を促進し，輸出の相対的低下を招くということになっ た。 二つの要因は，国際的分業関係の編制

替えであり ，国際的分業の編制替えは国内の生産構造の転換をもたらしたということである 。ま

た国内の生産構造の転換は，国際的分業関係とくに東アジァ ・東南アジアを中心にして大きな影

響を及ぼしている 。日本経済は，それだけ国際的経済関係にもたらす影響が大きいということを

示している 。

　そこで日本貿易を含む国際的経済関係は，どのような特徴をもっ ているのか，国際的経済関係

はどのように変わ ったのか，国際的経済関係の変遷と日本経済 ・貿易との関連はなにか，その問

題点はなにか，今後の日本の対外関係はとのような方向を目指すべきか，を明らかにするのが本

稿の目的である 。

２． 今日の世界経済の特徴

　多国籍企業の活動の活動に代表されるように今日の世界経済は，貿易，投資，技術移転，援助

あるいは人的移動などが大量に系統的にそして組織的に行われている。世界経済の運動は，世界

のすべての地域で展開されている現象ではなく ，北アメリカ ，西ヨーロッパ，日本，東南アジァ

など一部の地域の特徴的な現象である。多国籍企業の資金調達を可能にしている国際金融市場は ，

ドルがアメリカ経済の相対的低下とは無関係に独立した国際通貨であるかのように流通している 。

国際金融市場では，ドルをはじめとした交換性のある通貨が，貿易額をはるかに超えた巨額の金

融取引をおこなっ ている 。また経済的な側面だけでなく政治 ・社会あるいは地域紛争解決を目的

とした国際的な会議は，毎日のようにおこなわれている 。地球上の距離を感じさせないほど政治 ，

経済，情報の交換は，一国の政策決定や企業活動にとっ て必要な状況になっ ている 。いまや今日

の資本主義は，国際経済関係の発展とあいまっ て過去の資本主義とは異なっ た成功と繁栄の象徴

のように，また豊かさを招く経済体制でもあるかのような状況を示している 。旧ソ連 ・東欧おけ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０６）
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る共産党主導による中央指令的 ・官僚的 ・利権的政治 ・経済体制の崩壊，中国における資本主義

化への方向，アジア ，アフリカ ，ラテン ・アメリカなどで一時期に高揚した民族主義 ・自立的国

民経済形成の運動も中座したかのような現象は，資本主義のもつバイタリティー・ 優位性を証明

しているようにもみえる 。また国内の生産 ・流通 ・消費構造は，カラーテレビ，自動車にはじま

って情報機器 ・パソコンといっ た技術が集約された商品の浸透だけではなく ，世界各地の商品が

店頭にあふれ消費文明を満喫できるような状況にあるように映る 。さらに消費構造だけが国際的

になっ たのではなく ，国際経済という国境を前提とした社会は，外国への観光 ・旅行の拡大，外

国文化の導入 ・紹介，外国のファッ ション ，音楽の国境を超えた広がり ，オリンピ ックやサ ッカ

ー中継，さらにはリアルタイムで映像される世界の出来事などに代表されるように変質している

ように見えるのである 。まさに今日の世界は，いままで人類が体験してきた制度の中で絶頂期の

ような様相を示している 。

　それでは１９世紀に確立した資本主義は，２世紀を経過した今日種々な困難 ・問題を克服してき

たのであろうか。資本主義の特徴は，いうまでもなく利潤の取得を目的とした商品生産であり ，

労働力も商晶として売買されることであり ，さらに競争を前提とした社会である 。こうした資本

主義の特徴は，巨大な生産力発展に結びついたし，また人々の生活も多くの商品種類を消費でき

るという「豊かさ」を享受できるようにな ったのである 。しかし世界には「豊かさ」から遠くか

け離れた貧困層は，ますます増加傾向にある 。「豊かさ」を享受しているのは，世界のごく限ら

れた国 ・地域であり ，人々である 。アフリカ ・サハラ以南は，世界の中で最も過酷な経済状況に

あるといっ てもよいであろう 。スーダン ，ルアンダ，ブルンジ，ザイール，アンゴラ ，ソマリア ，

リベリアなどにおける民族紛争，内戦は多くの犠牲者をだし，さらに泥沼化の傾向にある 。アフ

リカでは，上記の国以外にも民族紛争，内戦が生じる危険性の高い国 ・地域がほとんとである 。

アフリカの国境は，かつてイキリス ，フランス ，ヘルキー ポルトカルなとの宗王国によっ て民

族， 氏族，部族などの存在を無視して設定してきたからである 。現在アフリカでの内戦 ・民族紛　 ’

争の多くは，独裁政権，軍事政権などによる圧制，民族差別などを原因として生じている場合が

多い。アジアではアフガニスタン ，スリランカで民族紛争 ・内戦状態が続き ，東チモール，フィ

リピン ，インドなどでも民族問題が未解決のままであり ，いつ問題が発生してもおかしくはない

状況である 。そのほかアジアは，ミュンマーの軍事独裁政権による圧制，インドネシアにおける

少数の家族による経済支配，バングラディシュ の食糧危機 ・人口増大，パキスタンの政治不安定 ，

中国における農村や民工に代表されるような出稼ぎ者 ・貧困層の増大と富裕者との所得格差の増

大などの問題も存在する 。発展途上諸国だけが多くの課題を抱えているのではない。先進国にお

いては，イギリス ，フランス ，アメリカにおける爆弾テロの多発，日本おける地下鉄サリン ・テ

ロ事件，あるいは日常化している強盗や殺人事件，性犯罪 ・売春，ＬＳＤ ・覚醒剤 ・コカインな

どの麻薬使用の増加，ホームレスの増大などが社会問題化している 。政治の世界では，一部政治

家による汚職の多発，利権誘導政治，独裁政治は政治不信を拡大し，さらには「民主政治」その

ものの懐疑さえも叫ばれるようにな ってきている 。経済的には，経済成長率の低下，不況の長期

化， ヨーロッパ諸国での失業者の増大，アメリカ ，日本など多くの先進国で抱える巨大な財政赤

字， 生産力の発展が期待できる産業とそうでない産業との格差拡大，農業 ・漁業 ・林業などの生

産停滞と高齢化 ・後継者の不足，教育の高度化と就職困難などの現象が生じている 。また資本主

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０７ 〕
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義の生産力発展の原動力であ った技術発展は，インターネ ットに代表されるような一部情報産業

に依存しなければならないという一国の再生産全体に波及するような技術進歩を期待できなくな

ってきている 。

　資本主義は，自由な社会 ・民王主義な社会を形成するという目標からは一部ほど遠い事態が進

行しているのである 。また資本王義は，自由競争を則提とするために，人類の輝かしい未来，す

なわち物質文明を言厘歌できるという期待とは異なっ て多くの困難を抱えているのである 。資本主

義は，経済発展 ・経済成長を則提とした社会として位置づけてきた。自由競争は経済成長の則提

であり ，その競争のゆえに新しい技術や人問の向上心が働くものと考えてきたのである 。こうし

た競争社会を維持 ・発展するために経済学は，経済成長をどのように行 っていくかということを

対象として理論 ・政策が提起されてきた。新古典派経済学は，まさに自由競争の世界こそ経済成

長を促す原動力として位置づけてきたのであり ，国家の経済過程への介入よりも企業のあるいは

経営者のイノベ ーシ ョン思想こそ重要な要素であるとも位置づけてきた。それゆえに社会主義社

会は，経済発展を可能にするどころか，統制経済，指令経済，官僚支配の経済に陥 ってしまい経

済発展どころか停滞 ・腐敗を生みかねないとしたのである 。旧ソ連 ・東欧諸国さらに中国におけ

る「市場経済化」は，社会主義経済発展の困難性を明らかにしたものであり ，経済成長を主目的

とした政策転換であ って，新古典派経済学の論理が勝利したかのようにもみえるのである。しか

し資本主義の勝利の証のような経済成長の論理は，２１世紀に向かっても貫いていかなければなら

ない永遠の論理なのであろうか 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　第１表国別ＧＤＰ推移　　（一人当たりＵＳ＄）

１９７０ １９８０ １９９４ １９９５

日本 １， ９５３ ９， ０６８ ３７ ，５０９ ４０ ，８９７

アメリカ ５， ０５０ １２ ，２２４ ２６ ，５９３ ２７ ，７９９

イギリス ２， ２４２ ９， ５６２ １７ ，４９２ １８ ，０９７

ドイツ ３， ０４２ １３ ，１５４ ２５ ，１３０ ２９ ，６４４

フランス
２， ８１４ １２ ，３３５ ２２ ，９８８ ２６ ，４９６

イタリア ２， Ｏ０３ ８， ０２１ １７ ，７６８ １９ ，Ｏ０２

インド １０７ ２５６ ３２８

タイ １９５ ６９３ ２， ４１０

マレーシア ３８２ １， ７８７ ３， ５９４ ４， ３４２

インドネシァ ７７ ４９１ ９０９

韓国 ２７２ １， ６４３ ８， ５４０

台湾 ３８６ ２， ３２５ １１ ，４０８ １２ ，３４５

シンガポール ９１６ ４， ８６２ ２３ ，７２５ ２３ ，２０７

中国 ３０３ ４３２

ロシア １， ３０７ ３， ５３２ １， ８８５ ２， ４６１

ＯＥＣＤ ２， ８８２ ９， ５０９ ２１ ，３５８

Ｇ７ ３， ４１７ １１ ，０１５ ２６ ，２５２

ＥＵ ２， ３２７ ９， ９６１ １９ ，７９２

ＡｓｉａＮＩＥｓ ３８０ ２， ２７５ １１ ，３３０

ＡＳＥＡＮ １３５ ６３１ １， ３３８

『国際比較統計』日本銀行各年次より作成

　今日の国際経済は，豊かな国 ・貧しい国との経済的格差は増大する傾向にある 。３０年前の先進

国と発展途上国の所得格差は，最大１５０であ ったのが，１９９０年代には最大５００以上となっ ている 。

豊かな国はますます富んでいき ，貧しい国はますます貧困に喘ぐという構図である 。第１表は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０８）



　　　　　　　　　　　　　　　現代日本の国際経済関係（岩田）　　　　　　　　　　　　　　　１７１

国別 ・地域別一人当たりＧＤＰ（一部ＧＮＰ）の推移を示したものである 。アメリカ ，ＥＵなどの

先進資本主義諸国は，今日では約２万ドルが最低ラインで日本のように４万ドルを超える国も存

在する 。とくに日本は１９７０年は ，１９５３ドルにすぎなか ったのが１９９０年代に入ると３万ドル以上と

増大している 。ドル安 ・円高という外国為替相場の変動でドル表示では増大傾向にあるとはいえ ，

その伸びは１５倍以上となっ ている 。またＥＵ諸国もＧＤＰの伸びは，イギリスを除くと２０年間で

１０倍以上となっ ている 。アジアの韓国，台湾，シンガポールは，先進国以上の伸びであり ，とく

に韓国，台湾は１９９０年代になると１９７０年の水準の３０倍以上にも増大している 。いかにこれらの地

域の経済発展が急速に進んだかを示している 。これらアジアＮＩＥｓに続いてＡＳＥＡＮ諸国の経

済発展も急速に進んでいる 。タイ ，マレーシア ，インドネシアなどでは２０年問に１０倍以上の伸び

となっ ている 。アシアＮＩＥｓやＡＳＥＡＮの経済発展に比ベイント ，ハンクラティシュ ，パキス

タンあるいはアフリカ諸国の経済発展は停滞している 。ＩＭＦの統計によれば，一人当たり

ＧＤＰ６３０ドル以下の国は，アフリカ ，南アジアに集中している 。国連の統計によればＬＤＣは ，

１９９４年末に４８か国を数えている 。先進国や東アジアの国々では，この２０年問でＧＤＰは，１０倍か

ら３０倍にまで増大したが，ＬＤＣ（ＬｅａｓｔＤｅｖｅ１ｏｐｅｄＣｏｕｎｔｒｙ）といわれる国々では１ ．５倍から３

倍程度であり ，結果として先進国とＬＤＣとの所得格差，経済格差は拡大しているのである 。

　もちろん先進国あるいはアジアＮＩＥｓなどは，豊かな国になっ たといっ ても国民経済の平均的

な水準をいっ ているのであ って，すべての国民が豊かさを享受しているわけではない。先進国に

おいても同様に所得格差は増大している 。先進国においては，所得の増大をはかる政策以前の問

題すなわち今日の深刻な不況の長期化に対して有効な処方隻を出しえないでいる 。不況の克服の

ための政策は，国家の財政 ・金融制度の改革，種々な補助金制度の整理，小さな政府，市場原理

の徹底化などを講じてはいるが，その克服は依然として困難になっ ている 。

　かつて資本主義は，歴史上４度の大きな恐慌を経験してきた。１８２５年の恐慌は，資本主義が成

立してからはじめての世界的恐慌であ った 。１８７９年の恐慌は，「大不況」と呼ばれ，この恐慌の

後には自由競争を前提とした産業資本王義段階から独占への過渡となり ，アシア ，アフリカ ，中

近東諸地域の植民地領有がほぼ完了する状況にまで及んだ。さらに１９２９年は「世界恐慌」と呼ば

れているように，資本王義が経験した最も大きな恐１荒であ った。この恐慌の後には，いわゆるケ

インズ政策といわれている財政 ・金融に代表される国家の経済過程への積極的介入の必要性が示

された。そして１９７４－５年恐慌は，「石油シ ョッ ク」を契機として生じたのである 。この恐慌は ，

第二次世界大戦後の世界経済を支配してきたアメリカ経済が主導力を発揮できなくなっ てきたこ

とを意味していた 。１９７４－５年恐慌以降世界経済は，従来の資本主義とは異な った様相を呈するよ

うになっ てくるのである 。すなわち資本主義がかつて経験したことのないような様々な諸問題の

発生である 。資本主義は，このように大きな恐慌を４度経験しているが，その周期はおおよそ５０

年となっ ている 。いわば資本主義は約５０年を周期として大きな恐慌を経験し，そのたびに生産 ，

流通，消費の形態を変えてきた。それは王として産業構造の転換として生じたのであり ，独占の

誕生であ ったり ，国家の経済過程への積極介入であ ったりしたのである 。ところが１９７４－５年恐慌

は， 従来の大きな恐慌とは異なっ た状況がある 。すなわち資本主義は恐慌を契機として問題の累

積を一定程度克服してきたのであるが，今次の恐慌はその解決策が見いだせないまま今日まで至

っていることである 。それだけ資本主義社会の混迷が続いていることを示すものであり ，同時に
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その解決策を示すことができない経済学の混迷も続いているのである 。

　資本主義は，豊かさや貧困といっ た経済的な指標のみで今日の問題を見ることはできなくなっ

てきている 。経済成長の結果としての所得格差の問題からすれば，経済成長のみを掲げた経済学

は有効性を見いだせるかもしれない。しかしすべての発展途上諸国があるいはロシア，東欧，中

国がアメリカ ，日本，ドイッなどと同じ生産力水準の経済発展，所得を目指すことになっ たなら

は， あるいはアジア ，アフリカ ，ラテン ・アメリカの諸国が先進国並の経済発展，所得水準を目

指すならば，いっ たい我々の住む地球規模の問題を解決することが可能なのかという問題が生じ

てこよう 。たとえは水質，大気なとの環境問題，発展途上国の人口増大の問題，自然と土地の制

約が課せられるとしたときの食糧問題，化石燃料に依存することによるエネルキーの絶対的不足

問題，さらに物質文明の進展は伝統的な文化や生活習慣までも破壊していくといっ た問題。これ

らは従来経済学では十分考慮してこなかった問題である 。２１世紀はこうした問題に積極的に取り

組むことが，政治 ・経済 ・社会学などの社会科学から自然科学，人文科学などを含む学問体系全

体に課せられてきている 。経済学はそのうち最も重要な課題を負 っている 。そこで当面する経済

学の課題は，混迷の続く経済社会とりわけ世界経済の状況 ・特徴をどのように捉えるべきなのか ，

国民経済と世界経済とはどのような相互関係にあるのかを分析し，そのうえで従来の経済成長の

みをめざす社会あるいは経済学からどのような社会 ・経済体制を構築していかなければならない

のか，といういわば新しい経済社会建設の是非が問われているのである 。

　現代世界は，２１世紀に向か って大きな転換点を迎えている 。第二次世界大戦後形成された世界

経済 ・政治の仕組みは，１９８０年代に入 ってから枠組み自体の新たな編制を必要とするようになっ

てきているのである 。アメリカ中心の世界経済 ・政治運営から ，ＥＵ，日本の相対的地位が向上

した世界経済へ転換しつつあり ，発展途上諸国もアジアＮＩＥ ｓ， ＡＳＥＡＮの発展に代表されるよ

うに世界経済 ・政治への積極的な参加が可能な状況になっ てきた。しかしアメリカとともに世界

の政治舞台で主導権を握ろうとしていた旧ソ連 ・東欧諸国の政治体制変化は，１９９０年代の世界経

済・ 政治の仕組みの変化の象徴的出来事でもあ った。いわゆる「冷戦体制」の崩壊は，アメリカ ，

ヨーロッパ中心とした世界経済 ・政治体制を生き返らせることになっ たのである 。「冷戦体制」

という仮面のもとでアメリカは，ｒ自由貿易」を旗印とした世界経済システムの構築をめざして

きた。資本王義世界経済体制の最も完成したシステムとしてのｒ自由貿易」は，アメリカ支配の

象徴でもあ ったのである 。しかし「自由貿易」への志向は，日本，トイッなとの国際競争力発展

の著しい国民経済のとるべき道であり ，また新たに世界市場競争へ参入する後発国民経済のめさ

す道でもあ った。アメリカは自らがめざした「自由貿易」体制の構築は，国民経済問の国際競争

力の変動に伴 って，その原理を変えさるをえなかったのである 。それは日米間の貿易摩擦に象徴

されるようなアメリカ通商条約の適用，保護主義への回帰，さらにＮＡＦＴＡ ・地域主義への移

行という現象に示されている 。またアメリカは，政治 ・軍事的覇権を行使するということで経済

的な主導権の回復をめざすことも行われた。それはアフリカ ，アジア ，ラテン ・アメリカ ，パレ

スチナ，東欧諸国で生じてきた国内戦争，民族問題への介入であるし，また「湾岸戦争」のよう

に国連軍の名目で軍事介入をおこなっ てきたのでもある 。

　こうした現代世界経済 ・政治の変化は ，１９７４－５年世界恐慌を契機としたのであ った。世界経

済・ 政治のいわゆる構造変化として現象したそれは，恐慌によっ て初めて生じた現象ではなく ，
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第二次世界大戦後の世界経済の諸運動のなかで醸成されていっ たものであり ，石油シ ョッ クある

いはニクソンシ ョッ クなどを通じて発現したものである 。世界経済の構造変化は，アメリカの世

界市場における経済的 ・政治的支配の再建をはかろうとする側面をあらわしているのであり ，

ＥＵおよび日本のアメリカヘの挑戦あるいは平準化傾向という意味をあらわしているし，同時に

発展途上国問題の複雑化 ・多様化としても現れている 。こうした世界経済構造の構造変化の過程

の中で国際経済の運動は，例えばドルは国際通貨としての機能を維持するために発展途上国ある

いは旧ソ連 ・東欧諸国などへの融資を拡大したのであり ，また１９７１年のニクソン大統領の中国訪

問などはアメリカの新たな市場拡大政策アメリカ体制の堅持のための施策としても講じられたの

である 。いわば世界経済構造の変化は，アメリカ ，ＥＵ，日本による世界市場の新たな編成替え

を促すものであり ，その限りにおいて発展途上国，旧ノ連，中国なとの諸国の政治　経済体制の

変化も要請されたということになる 。１９７９年の中国の開放体制への移行もこうした世界経済構造

の変化のなかで生じた現象であり ，資本主義世界体制に参加する条件を整えていく過程であると

位置づけることができよう 。アメリカを中心とした世界経済構造の変化は，中国市場の開放を求

めていく側面と ，中国もまた生産力発展を高めていくためには，資本王義世界市場に積極的に参

加していかなければならないという側面がこの時期に生じたということである 。

　第二次世界大戦後とりわけ１９７４－５年恐慌以降の世界経済は，その構造変化は著しいものがある 。

もちろん恐慌を契機として世界経済の構造は，瞬時に変わ ったというものではない。世界経済の

構造変化は，第１に，アメリカの世界市場支配が崩れてきたということである 。第２に，アメリ

カの世界市場における相対的地位の低下と関連して西ヨーロッパ，日本の生産力発展 ・国民経済

の規模拡大がある 。第３に，国際通貨 ・金融は恒常的に動揺し，安定的な国際通貨体制の構築が

困難にな っていることである 。第４に，発展途上国問題の複雑化 ・多様化が進んでいることであ

る。 第５に，旧ソ連 ・東欧諸国の共産党政権などによる指令的 ・独裁的 ・利権的 ・官僚的体制が

崩れ，新たに資本主義的生産方法の確立が迫られているということである 。第６に，多国籍企業

に代表されるように資本の国際的展開が拡大しつつあるということである 。第７に，国民経済問

の経済統合，資本問の国際的統合などの進展があるということである 。これらの諸特徴は１９７４ －５

年世界恐慌以降急速に進展したのであ った。世界恐慌はこうした状況を形成してきたのか，ある

いは世界恐慌は単なる契機にすぎず，構造変化の要因は他の問題に求めなければならないのかの

分析上の課題がある 。もちろん世界恐慌を契機としているといっ ても ，この構造変化は，第二次

世界大戦後の世界経済の運動あるいは各国民経済の運動によっ て準備されていっ たのであ って ，

いわば世界経済 ・国民経済の運動が今日の世界経済の構造変化をもたらしたのである 。かつて世

界恐慌の勃発は，世界経済 ・国民経済の運動の軋車楽 ・問題が一定の解決を行 ってきたのであり ，

それが新たな世界経済の構造を形成することとなっ たのである 。しかし今日の世界経済は，かつ

て経験してきたように資本主義の諸困難を解決していく方向性も見いだせない状況にあることは

明らかであろう 。

　世界経済の構造変化は，各国民経済あるいは国際的経済諸関係にどのような影響を及ぼしてい

るかということになれば，それは先に掲げた世界経済の構造変化の主要な７つの特徴との関係に

おいてであろうし，こうした特徴は各国民経済，国際的経済諸関係によっ てあらわれ方は異なっ

ているであろう 。例えばＥＵに代表されるような地域経済統合の進展は，資本主義は国民経済
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を足場にして国民経済を否定することはできないという経済原理に反する運動である 。それは

１９９２年末の経済統合および１９９９年の通貨統合によっ て，一面では国民経済を否定する側面を強く

し， 「大欧州国家」の生誕のようにもみえる 。しかしＥＵの実体は，経済統合を促進する勢力 ・

国家と ，消極的な勢力 ・国家が存在している 。先年のデンマークの国民投票あるいはノルウェー

の国民投票にあらわれたように，各国民の反応は様々である 。それでもＥＵの経済統合は確実

に進展しているということは，国民経済の意識構造とは異なっ た別の要因が働いているというこ

とを示している 。その要因はなにかといえば，ドイツ ，イギリス ，フランスなどの巨大資本によ

る大ヨーロソパ市場の形成と市場分割であろう 。いわはヨーロソパを基礎とした多国籍企業的展

開がＥＵの設立を促しているのであり ，その側面からみれば国民経済的性格と脱国民経済的性

格の両面を示すことになるのである。このＥＵの運動の中にも世界経済の構造変化と国民経

済・ 国際的経済諸関係との関係の変化があらわれている 。

　発展途上国の一部の国 ・地域は，先進国の介入の中で急速な経済的発展を達成することを可能

にしたのである 。それがアジアＮＩＥｓでありＡＳＥＡＮであ った。しかし発展途上国の一部の

国・ 地域の発展は，先進国によるかつてのような支配 ・被支配という関係とは異なっ た側面も生

じてきている 。一つには先進国にとっ て発展途上国は，国際分業の担い手であり ，市場の拡大を

可能にすることであり ，同時に過剰資本，過剰設備などを処理することが可能になっ たことであ

る。 二つには発展途上国の生産力発展は，先進国の商品あるいは企業と競合する状況が生まれた

ことである 。三つには発展途上国の生産力発展の結果，世界経済秩序を先進国王導で運営できな

い状況も生まれたことである 。さらに発展途上国の内部においても ，非民主主義的な側面を改善

しなければならない状況が生まれたことである。生産力の発展は，絶対的な貧困状況から抜けだ

し，一部の富裕層，知識層あるいはいわゆる中間層を生み出す。こうした勢力は，一面では国内

の反民主主義的な状況を改善することを提起していく側面をもっ ている 。資本王義的生産力発展

にとっ ては反民王主義的な状況は生産力発展の樫桔ともなるからである。したがって今日の発展

途上国の問題は，１９６０年代の世界経済の特徴の一つとしてのｒ南北問題」としてひとくくりにす

るのではなく ，発展途上国の経済発展の分化の状況とさらに経済発展のそれぞれの特徴を分析し ，

発展途上国の経済発展の道を明らかにしていくことが必要になっ てきている 。その場合経済発展

の方向性は，従来の「帝国主義論」的分析視角すなわち先進国の支配と発展途上国の被支配とい

う視点のみで捉えるという方法論に固執するのではなく ，世界経済の特徴，国際通貨体制，多国

籍企業の動向，地域統合の進展，発展途上国の置かれた歴史的地位，発展途上国の経済状況ある

いは政治体制など総合的な視角から明らかにしていくことが必要となっ てきている 。

　世界経済の構造変化は ，１９７４－５年恐慌以降急速に進展したのである 。したがって世界恐慌以降

は世界経済の新しい段階とみることができるであろう 。資本主義の性格あるいは本質は，世界経

済の発展段階がどのようであろうとも貫いており ，構造変化などという表現では資本主義の分析

はできないし，その内容にもあいまいさが残るという批判はあるだろう 。しかし世界経済の段階

規定あるいは歴史的規定をおこないその特徴を明らかにすることは，国際経済論の展開にとっ て

重要な課題であると考える 。国際経済論の課題は，単に国際経済の特徴分析にとどまらず，世界

経済をつくり出す要因，世界経済の運動によっ て新たにつくり出される特徴を明らかにすること

にある 。
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　現代世界経済は，先進国支配体制，発展途上諸国の経済的地位あるいは旧ノ連 ・東欧諸国にみ

られる資本主義化への方向，多国籍企業の進展など複雑化している 。この世界経済の構造転換は ，

日本の生産力発展，国際的関係と密接に結びついている 。先進国問の経済摩擦 ・貿易摩擦を拡大

したのは，日本企業の国際競争力の強化 ・輸出拡大が要因とな っている側面もある 。またアメリ

カ経済の地位の後退は，ＥＵの経済統合を推進し，経済摩擦を一層複雑化している 。発展途上国

の経済発展では，日本，アシアＮＩＥ ｓ， ＡＳＥＡＮ問の国際分業の深化は，アメリカ ，ヨーロソパ

諸国のアジア政策の転換あるいは重視を余儀なくされている 。そこで次節は，こうした現代世界

経済の転換と日本の対外経済関係の特徴はどのようになっ ているのかを分析する 。

３． 世界経済の転換と日本の対外経済関係

　日本は資源のない国であるがために，諸外国から原料 ・材料を輸入し，それを加工して輸出す

ることに経済発展の道がある ，いわゆる加工貿易国を目指すべきである ，ということがながらく

国民経済発展の課題であるようにいわれてきた。日本の高度成長期は，鉄鋼，アルミニウム ，銅

などの素材産業の発展を軸として，電機，精密機械，繊維産業などが発展していっ た。 こうした

生産力発展した産業は，例外なく輸出産業でもあ った。第２表に示したように鉄鋼は，１９７０年代

のはじめまでは世界最大の生産性と輸出競争力を有する産業として，日本の主要輸出産業として

外貨獲得産業として君臨していた。鉄鋼産業は日本の基軸産業として，経団連の代表は鉄鋼高炉

メーカー から選出されていたほどである 。鉄鋼は１９６０年代 ・７０年代のはじめまではその生産量の

３分の１が輸出されていた。１９７０年代に入 って生産量が低下ないし停滞していた時期でも輸出量

は３０％を超え ，１９７３年のいわゆる石油シ ョッ クの後もその水準を維持していた。とくに鉄鋼は ，

第２表　商品別輸出額 （単位）１００万ドル

１９７０ ！９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５

総額 １９ ，３１８ ５５ ，７５３ １２９ ，８０７ １７５ ，６３８ ２８６ ，９４７ ４４２ ，９３７

食料品 ６４８ ７６０ １， ５８８ １， ３１６ １， ６４６ ２， １２８

繊維及び同製品 ２， ４０８ ３， ７１９ ６， ２９６ ６， ２６３ ７、 ユ９５ ８， ９４３

化学製品 １， ２３４ ３， ８８９ ６， ７６７ ７， ６９８ １５ ，８７２ ３０ ，１８３

非鉄金属鉱物品 １４３ ７３０ １， ８６３ ２， １４７ ３， ２２６ ５， ４９ユ

金属 ・同製晶 ３， ８０５ １２ ，５１８ ２１ ，３１９ １８ ，４９１ １９ ，５４０ ２８ ，７７３

鉄鋼 ２， ８４４ １０ ，１７６ １５ ，４５４ １３ ，５６６ １２ ，５０９ １７ ，５０５

一般機械 ８， ９３９ ６， ７２９ １８ ，０８８ ２９ ，５３７ ６３ ，５ユ２ ユ０６ ，７５７

事務用機械 ３２９ ７７６ ２， ２７９ ７， ７８５ ２０ ，６１８ ３０ ，７３８

電気機器 ２， ８６５ ６， ９２１ ２２ ，７６０ ３８ ，９３１ ６５ ，９２５ １１３ ，５３３

テレビ ３８４ ７８３ １， ６６０ ２， ６２５ ２， ０７１ ２， ２４５

ＶＴＲ １， ９８１ ６， ６２２ ６， ３９５ ３， ３２５

半導体電子部 ２７ １４１ ９０４ ２， ８８３ １３ ，３４７ ４０ ，７６９

輸送用機器 ３， ４４３ １４ ，５２８ ３４ ，７３２ ４９ ，１４９ ７ユ ，８１４ ８９ ，８５０

乗用車 １， ３３７ ６， １９０ １６ ，１１４ ２５ ，４０３ ４１ ，３４８ ４１ ，６４２

自動車用部品 １２５ ６３８ ２， ０１５ ５， ２２８ １０ ，８５０ １９ ，０１９

船舶 １， ４１０ ５， ９９８ ４， ６８２ ５， ９２９ ５， ５６６ １Ｏ ，６３２

精密機器 ４９７ １， ３６８ ６， ２６０ ８， ５６１ １３ ，８４６ ２０ ，７６０

『通商白書』各年次より作成

（５１３）



　１７６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第６号）

石油シ ョッ クを契機として省エネルギ ー， 省労働力，低コスト化，高付加価値製品への移行とい

う政策を実施した。この鉄鋼に代表される生産性の向上，労働力の削減 ・合理化の推進は，日本

の主要な産業で実施されるようになっ た。 石油シ ョッ クは，石油価格の引き上げに伴いエネルギ

ーをはじめとして原材料 ・部品 コストの上昇と賃金の上昇が生じた。石油シ ョッ ク以前の日本の

輸出産業は，生産力の増大と相対的低賃金に支えられて輸出競争力を維持してきたのである 。そ

の競争力を支えてきた条件が変化したのであるから ，企業も条件の変化に伴 って競争力の増大と

同時に生産体制，生産品目を変更しなければならない。企業の変化は，同時に日本の経済構造総

体の変更をも意味していた。日本経済 ・企業の目標は，技術革新と合理化である 。技術革新とは ，

従来の技術水準を超えることと新製品の開発であり ，新機械を導入することであ った。合理化は ，

生産体制の合理化であり具体的には労働力の有効活用すなわち削減を意味していた。とくに合理

化を徹底することは，企業の競争力の維持を図るとともに，労働者の意識の変革をも意味してい

た。 この時期に徹底されたのが企業による新しい労務管理システムの導入である 。従来型の企

業・ 資本と労働力の対決，すなわち利潤の極大原理は労働者の利益とは反比例するという対立の

関係から ，利潤の増大は企業 ・資本と労働者の両者に利益を生むという労資協調の方向へ転換を

図るということであ った。企業の利益は労働者の利益と一致するという ，いわば企業と労働者は

一つの企業体を通じて運命共同体にあるという考え方の徹底が図られるようになっ てきたのであ

る。 企業の管理システムの一つとされているＴＱＣ（Ｔ・ｔ・１Ｑｕ・１ｉｔｙｃｏｎｔ・ｏｌ）は ，またたくまに企

業管理に浸透していっ た。 またトヨタ自動車の生産体制として有名な「カンバン方式（ＪＩＴ）」は ，

在庫管理を生産 ・労務管理にまで拡げていっ たものである 。こうした１９７０年代の日本企業の国際

競争力増大政策は，日本の経済構造の変更をもたらすとともに，貿易構造の変動も生じさせるこ

ととなっ た。 さらに経済構造の変更は，様々な領域での変更をもたらした。たとえば政治の分野

では，多党化への兆しと ，保守回帰現象を生じさせた。労働の分野では，１９５０年代後半および

１９６０年代に高揚した労働運動は，やがて企業の生産性向上運動に飲み込まれていっ た。 国鉄をは

じめとした国有企業の民営化もその一現象であり ，ストライキのない春闘も恒例化していっ た。

生活の領域では，使い捨てに代表される消費社会の進展があり ，また高齢化，出生率の低下，核

家族化なども進行した。教育の領域では，大学進学率が増大し，文部省の教育一元化 ・統制も強

化されるとともに，他方ではいわゆる落ちこぼれ層の増大も杜会問題化してきた。日本経済は ，

「石油シ ョッ ク」を契機として，国内の生産体系 ・構造の転換，社会システムの転換，さらには

一層の国際的展開の必要性が生じてきたのである 。

　アメリカ ・ヨーロッパ諸国は ，１９７４－５年恐慌によっ て不況の長期化を余儀なくされた。これら

の国は，日本のように技術革新 ・合理化の徹底という競争力の増大，生産体系の急速な転換方式

を社会的規模で推進することができなか ったのである 。その要因は第１に，日本のように技術革

新・ 合理化の徹底を，政府の政策はもちろんのこと企業，労働者まで協力するという世論が形成

されなか ったこと 。すなわちアメリカやヨーロッパは，日本と比べて資本主義の「成熟した段

階」に入 っていたということ 。日本は高度成長から経済の質的転換点にあ ったということでもあ

る。 第２に，アメリカは，国内の生産力拡大よりも企業の多国籍企業的展開を目指していたとい

うこと 。第３に，ヨーロッパでは当時の，イギリスをはじめとしたＥＣの拡大を目指していたと

いうこと ，アメリカ ・ドルからＥＣ内通貨体制の構築の必要性が強か ったこと ，などであろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１４）



　　　　　　　　　　　　　　　　現代日本の国際経済関係（岩田）　　　　　　　　　　　　　　　 １７７

日本の生産力の質的転換 ・競争力の増大政策は，国際的展開の必要性の増大でもあ った 。１９７０年

代後半からはじまっ た日本のアメリカ ・ヨーロッパ諸国への鉄鋼，自動車，家庭電器，精密機械

などの集中豪雨的輸出は，やがてこれら諸国との「貿易摩擦」を生むこととなっ た。 アメリカと

の貿易摩擦は，古くは繊維製品にはじまっ てカラーテレビ，鉄鋼，自動車，半導体など広範囲に

まで至るのである 。こうした１９７０年代の日本の国際的経済関係は，１９８０年代にはいるとさらに質

的転換をはかる必要性を強くする 。

　１９８０年代になると日本の社会は，国際化，情報化，高齢化という三つのキーワードに代表され

るような課題が生じてきた。国際化は日本経済 ・日本企業の貿易，投資，援助あるいは円の国際

通貨化の必要性とともに日本市場の一層の開放化を目指すことである 。情報化は，パソコンに代

表される情報機器産業の発展が日本経済の基軸産業となることを期待するものである 。高齢化は ，

平均余命が伸びるなかで高齢者を対象とした産業の育成を図ることと ，経済成長の鈍化の中での

財政の硬直化が高齢者のための財政支出の削減をおこなうという目的をもっ ている 。日本社会は ，

国際化，情報化，高齢化というキーワードを掲げることによっ て， 外国市場への進出，新規産業

の育成，財政支出の削減という目的を達成しようとしているのである 。とくに国際化政策では ，

アメリカとの日米構造協議を通じて市場開放政策を約束してきた。１９９５年のＷＴＯの発足も踏

まえて，コメに象徴されるような市場開放は，アメリカの要求というよりもアメリカの声を利用

して ，農業政策の変更，国内流通体制の整備および企業の外国市場への進出をより促すという目

的で行われてきたのである 。さらに国際化政策では，経済的側面だけでなく社会，文化，あるい

は教育などの側面でも展開されてきた。国際化は，国際貢献ということで自衛隊の海外派遣が行

われたり ，国連の安全保障理事会での常任理事国への昇格なとも課題とな った。文化の側面では ，

インターネ ットなどの通信システムの開発，音楽，美術あるいは文学 ・小説などにおける国境を

越えた展開，あるいは年問１ ，ＯＯＯ万人をこえる海外渡航。教育の分野では，高等学校 ・大学での

ネイティブスピーカーによる授業の実施，外国人留学生の増加，帰国子女教育の必要性などとし

ても生じている 。こうした国際化政策は，国内市場の開放，日本企業の多国籍化の促進あるいは

海外市場への一層の進出を促すものである 。また国際化政策は，国際的展開の必要性から生じて

いるようにみえるが，その内実は国内問題であるということになる 。国際化はいわば「外圧」を

利用して国内市場の開放化とともに国内の産業構造の転換を図 っていくことと ，外国市場進出の

条件を形成していくことに目的があ ったのである 。

４． 国際化の進展と貿易

　現在世界の貿易は，輸出入合計年問約１０兆ドルの規模で行われている 。このうちアメリカ ，ヨ

ーロッパ，日本などの先進国の貿易は，約７０％を占めている 。さらにアジアＮＩＥ ｓ， ＡＳＥＡＮを

含めると全体の８０％を占める 。このことは貿易がいかに特定国に集中しているかを示している 。

日本の貿易は，輸出 ・輸入合計約９ ，ＯＯＯ億ドルで世界貿易の９％を占めている 。この日本貿易は ，

１９６０年代とは大きく異なっ た様相を示すようにな ってきた。従来の加工貿易型から製品を輸出し

て製品を輸入するという構造への転換である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５ユ５）



　１７８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第６号）

　世界の貿易は，ゆるやかながら拡大傾向を続けている 。その担い手になっ ているのは，アジア

ＮＩＥｓであり ，ＡＳＥＡＮ，そして中国である 。ヨーロソパ，アメリカ ，日本，およぴ東アジア地

域は世界貿易の大量を担っている 。とくに１９９５年のＷＴＯの発足は，これらの地域 ・国の貿易

拡大を促す効果をもっ ている 。ＷＴＯは，ＧＡＴＴに比らべ貿易の自由化の徹底をはかるという

目的とともに，違反した副こは罰則規定も設けられている 。ＷＴＯは，商品貿易の自由化のみな

らず，サ ービス貿易の自由化，知的所有権の保護にまで及んでおり ，資本主義国際経済関係の究

極的な貿易システム構築の指針ともいうべき内容をもっ ている 。日本貿易は，このＷＴＯ体制

をもっとも忠実に実行すべき方向を明らかにしている 。日本経済の国際化は，日本企業の海外進

出を促すばかりでなく ，日本市場の開放をもはかることである 。また貿易の拡大は，日本から諸

外国への輸出を行うだけでなく ，諸外国に進出した日本企業が，アメリカ ，ヨーロッパさらには

日本市場にまで輸出市場を拡大することをめざしている 。すなわち日本企業のグローバル展開は ，

世界各国の貿易の障壁を取り除くことが必要なのであり ，そのためにはＷＴＯの規約を十全に

実行することが課せられているのである 。アメリカはＮＡＦＴＡによっ てアメリカ企業の安定し

た部品供給と安価な労働力利用という競争力を拡大する条件を整備した。ヨーロッパはＥＵに

よっ て安疋市場を形成し，ヨーロソパ多国籍企業の基盤を強化している ・日本はアメリカ ，ヨー

ロッパのような地域統合 ・地域主義を形成していないがために，ＷＴＯに頼らざるをえないので

ある 。また日本はＡＰＥＣのような環太平洋経済圏の形成をめさすことは，日本の安疋市場の確

保および日本を中心とした国際的分業体制の構築をはかることである 。さらには環日本海経済圏 ，

環黄海経済圏などの地域経済圏建設は，いずれも日本の置かれた地位を象徴するような構想であ

第３表　商品別輸入 （単位）１００万ドル

１９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５

総額 １８ ，８８１ ５７ ，８６３ １４０ ，５２７ １２９ ，５３９ ２３４ ，７９９ ３３６ ，０９４

食料品
２， ５７４ ８， ８１５ １４ ，６６６ １５ ，５４７ ３１ ，５７２ ５１ ，１３６

肉類 １４５ ６５９ １， ５２３ １， ９２７ ５， ０１１ ９， ６８０

魚介類 ２６２ １， １９５ ３， ０２６ ４， ６１０ １０ ，５０７ １７ ，４８９

原料品
３， ０１８ ５， ７１９ １２ ，９３７ ９， ６５７ ２８ ，４６７ ３２ ，９５８

木材
１， ５７２ ２， ６２１ ６， ９０８ ３， ７００ ７， ４７２ １０ ，１１８

鉄鉱石
１， ２０８ ２， １９８ ３， ４４９ ３， ０４５ ３， ３７４ ３， １２９

綿花 ４７０ ８４７ １， ３５９ １， ０４９ １， ２０５ ７３７

非鉄金属原料
１， ０６４ ５７６ ３， ７３１ ２， ２２９ ４， ３４２ ４， ８３５

鉱物性燃料
３， ９０５ ２５ ，６４１ ６９ ，９９１ ５５ ，７９０ ５６ ，７３２ ５３ ，３８７

石炭
１， ０１０ ３， ４５４ ４， ４５８ ５， １９７ ６， １８７ ６， ５８４

原油 ・粗油 ２， ２３５ １９ ，６４４ ５２ ，７６３ ３４ ，５９９ ３１ ，５８４ ２９ ，９６０

液化天然ガス ２３ １， １７１ ４， ４７９ ７， ２００ ６， ６８５ ７， ６５８

化学製品
１， ０００ ２， ０５７ ６， ２０２ ８， ０７３ １６ ，０４５ ２４ ，６４３

繊維製品 ３１４ １， ３１０ ３， １８０ ３， ８８６ １２ ，８０４ ２４ ，５３７

非鉄金属製品 ９４５ １， ２８４ ４， ４８０ ４， ０４２ ５， ３７５ ６， ２２８

金属同製晶
１， ２９１ １， ６９０ ５， ７９７ １８ ，４９１ １６ ，２２１ １９ ，９６０

鉄鋼 ２７６ １８９ ８９４ １， ４８０ ４， ５８４ ５， ８５０

アルミ
２６２ ３３１ １， ６１１ １， ８６１ ４， ７７１ ５， ６５４

機械機器
２， ２９８ ４， ２８６ ９， ８４３ １２ ，３７２ ４０ ，８６３ ８４ ，９６５

事務用機器 ３２２ ５０５ １， ０３２ １， ５４５ ５， ２２６ １５ ，７０３

半導体電子部 ９２ １７７ ７１３ １， ０１６ ３， ３１０ １２ ，１８１

自動車 ５１ ２３７ ４８３ ５７１ ６， ３９４ １０ ，１７４
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る。 すなわちアメリカ ，ヨーロッパに対抗するための強固な経済圏を形成することによっ て日本

経済の地位保全と日本企業の海外進出を拡大するということである 。日本経済は，一方では

ＷＴＯの規約を遵守し，他方ではアメリカ ，ヨーロソパに対抗する経済圏の建設が迫られるとい

う状況にある 。地域経済圏の建設は，ＷＴＯの目的と反して地域主義の台頭である 。世界の貿易

体制は，ＷＴＯを発足させながら ，他方では地域主義が進展するという事態が進行している 。日

本は，こうした世界貿易体制の変動の中で最も中途半端な選択を強いられているということにな

る。 この日本の世界貿易体制への積極的参加を促したのは，１９８０年代に入 ってからの貿易摩擦の

激化であり ，日本企業の海外進出の増大の結果である 。２１世紀の日本経済は，自由貿易と地域主

義という二つの相反した貿易システムのなかで活路を見いだしていかなければならないという状

況に置かれているのである 。

　日本の貿易は，近年輸出超過の幅が小さくなりつつある 。かつてのように原料 ・材料を輸入し ，

それを加工して輸出するという構造から ，製品を輸入し，製晶を輸出するという構造に変わりつ

つあるからである 。第３表に現れているように自動車や半導体，カラーテレビ，ＶＴＲなどは輸

出商品でありながら同時に輸入商品ともなっ ている 。ＶＴＲは１９７０年代後半から生産が開始され
，

国内市場よりもアメリカを主とした外国市場への輸出によっ て生産拡大を果たしてきたのである 。

そのＶＴＲは安価な韓国製の国内市場への浸透もあるが，日本企業によるマレーシアなとでの海

外生産の増大は，輸出商品から輸入商品へ転換するという事態を生じさせたのである 。ＶＴＲは

生産開始 ・輸出開始から１５年で輸出入バランスが逆転しているのである 。カラーテレビは，すで

に３０年以上にわた って家庭電器産業部門の主要な製品であるが，このカラーテレビも輸入台数は

輸出台数をはるかに超えている 。日本から輸出するカラーテレビは，一般に高度技術集約的な高

第４表　地域別国別輸出 （単位）１００万ドル

１９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５

総額 ユ９ ，３１７ ５５ ，７５３ １２９ ，８０７ ２０９ ，１５１ ２８６ ，９４８ ４４２ ，９３７

アジア

韓国 ８１８ ２， ２４８ ５， ３６８ １０ ，４７５ １７ ，４５７ ３１ ，２９１

台湾 ７００ １， ８２２ ５， １４６ ７， ８５２ １５ ，４３０ ２８ ，９６９

中国 ５６９ ２， ２５９ ５， ０７８ ９， ８５６ ６， １３０ ２１ ，９３１

タイ ４４９ ９５９ １， ９１７ ２， ０３０ ９， １２６ １９ ，７１５

インドネシア ３１６ ユ， ８５０ ３， ４５８ ２， ６６２ ５， ０４０ ９， ９７１

マレーシア １６７ ５６６ ２， ０６１ １， ７０８ ５， ５１１ １６ ，７９５

ＥＵ

イギリス ４８０ １， ４７３ ３， ７８２ ６， ６４７ １０ ，７８６ １４ ，１４１

ドイツ ５５０ １， ６６１ ５， ７５６ １０ ，４７７ １７ ，７８２ ２０ ，３１７

フランス １２７ ６９９ ２， ０２１ ３， １５２ ６， １２８ ６， ０６７

イタリア １９２ ３３４ ９５５ １， ７２３ ３， ４０９ ４， ０６３

北アメリカ ６， ５０３ １２ ，２９９ ３３ ，８０３ ８５ ，９８１ ９７ ，０４８ １２６ ，６８４

アメリカ ５， ９３９ １１ ，１４９ ３１ ，３６７ ８０ ，４５５ ９０ ，３２２ １２０ ，８５９

ラテンアメリカ １， １８７ ４， ７６５ ８， ９１８ ９， ４９４ １Ｏ ，２８０ １９ ，６９６

オセアニア

オーストラリア ５８９ １， ７３９ ３， ３８９ ５， ２２７ ６， ９００ ８， １０４

アフリカ １， Ｏ０５ ４， ０８７ ４， ８８６ ３， ５３３ ３， ４０９ ３， ８９４

中東 ６３４ ６， ０７５ １４ ，３５８ ９， ７９５ ９， ８７７ １０ ，０９６

ロシア ・東欧 ４５４ ２， ２４４ ３， ７１１ ３， ８３２ ３， ４２１ ３， １３１
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　第５表　地域別国別輸入 （単位）１００万ドル

１９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５

総額 １８ ，８８１ ５７ ，８６３ １４０ ，５２８ １２９ ，５３９ ２３４ ，７９９ ３３６ ，０９４

アジア

韓国 ２２９ １， ３０８ ２， ９９６ ４， ０９２ １１ ，７０６ １７ ，２６９

台湾 ２５１ ８１２ ２， ２９３ ３， ３８６ ８， ４９６ １４ ，３６６

中国 ２５４ １， ５３１ ４， ３２３ ６， ４８３ １２ ，０５４ ３５ ，９２２

タイ １９０ ７２４ １， １２０ １， ０２７ ４， １４７ １０ ，１３４

インドネシア ６３７ ３， ４３０ １３ ，１６７ １０ ，１１９ １２ ，７２１ １４ ，２１４

マレーシア ４１９ ６９１ ３， ４７１ ４， ３３０ ５， ４０２ １０ ，５４９

ＥＵ
４８ ，８１２

イギリス ３９５ ８１１ １， ９５４ １， ７１６ ５， ２３９ ７， １５１

ドイツ ６１７ １， １３９ ２， ５０１ ２， ９２８ １１ ，４８７ １３ ，７０５

フランス
１８６ ５０１ １， ２９６ １， ３２４ ７， ５９０ ６， ６９６

イタリア １３４ ３６５ ９３９ １， ０５０ ５， ００８ ６， ３６４

北アメリカ
６， ４８８ １４ ，１０７ ２９ ，１３２ ３０ ，５６６ ６０ ，７６１ ８６ ，２４２

アメリカ
５， ５６０ １１ ，６０８ ２４ ，４０８ ２５ ，７９３ ５２ ，３６９ ７５ ，４０８

ラテンアメリカ
１， ３７３ ２， ５２４ ５， ７００ ６， ２４２ ９， ８５１ １１ ，９２４

オセアニア

オーストラリア
１， ５０８ ４， １５６ ６， ９８２ ７， ４５２ １２ ，３６９ １４ ，５６９

アフリカ ６９３ １， １１１ ２， １３９ ２， ８９６ １， ８７７ １， ９８３

中東 ２， ３３７ １６ ，４７７ ４４ ，５００ ２９ ，９３７ ３１ ，３３６ ３１ ，７４４

ロシア ・東欧 ４９９ １， ５０９ ２， １６６ １， ７４５ ４， ０２９ ５， ８７４
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価な製晶を輸出し，輸入品は安価な普及晶という構造である 。さらに輸入カラーテレビは，韓国 ，

台湾企業による安価な商晶も輸入されているが，輸入品の多くは日本企業が東南アジアなとで生

産した商品を輸入するという形態になっ ている 。日本企業の逆輸入品は，東南アジア諸国で生産

した商晶のみならず，アメリカで生産した商品にも及んでいる 。すなわち日本企業の海外進出 ・

現地生産の増大は，日本貿易の商品構造，地域 ・国別構造をも変動することになっ たのである 。

　第４表および第５表は，日本の国別 ・地域別輸出入の推移である 。１９６０年代１９７０年代の日本貿

易は，アメリカ市場への依存が高く３０％を超えていた。ところが１９９０年代に入るとアメリカ市場

への依存率は低下傾向を示すようになっ てきている 。アメリカとの貿易は日本の大幅な輸出超過

が日米貿易摩擦を引き起こした。貿易摩擦の激化を契機として日本の市場開放が促進し，さらに

アメリカでの現地生産が飛躍的に拡大したのである 。かつての日本貿易は，アメリカ ，ヨーロッ

パに対しては，製品を輸出し，原材料および製品を輸入する構造であ った。日本からの輸出品は ，

鉄鋼，精密機械，自動車，家庭電器，繊維品などであり ，アメリカ ・ヨーロッパからは航空機 ，

機械，化学品，薬品，農産物などであ った。さらに東アジア貿易では，日本からは製品を輸出し ，

食料 ・原料，繊維品，部品などを輸入する構造であ った。ところが最近の貿易は，製品 ・部品を

輸出し製品 ・部品を輸入するという構造に変わりつつある 。さらに日本企業が，東アジアで生産

した製品をアメリカ ，ヨーロッパに輸出するという貿易形態も行われている 。日本とアメリカ ，

ヨーロッパ，東アジア貿易は，日本を基軸として製品間の貿易 ・国際分業ともいえる構造になっ

てきている 。日本からは，アメリカ ，ヨーロッパには高度技術集約型 ・高付加価値製晶を輸出し ，

東アジア地域には高度技術集約型部品および高付加価値部晶を輸出する。輸入は，アメリカ ，ヨ

ーロッパからは，航空機，自動車，薬品などの高度技術集約型 ・高付加価値製品を輸入するとい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１８）
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う構造であり ，東アジア地域からは，標準化された製品 ・普及晶，安価な部晶を輸入するという

構造になっ てきている 。日本とアメリカ ，ヨーロッパ，東アジア地域との貿易は，製品間貿易の

形態をとっ ているといっ ても内容的にはかなり異なっ ているということである 。

　東アジア地域は，日本企業の進出による生産力発展だけでなく ，日本の技術導入，援助，ある

いは日本市場に依存するという構造ともなっ ている 。それだけ東アジア地域は，目本との経済関

係が強くなっ ていることを示すのである 。こうした関係が形成されるようになっ たのは，日本企

業によるアジア地域との棲み分け的政策体系が援助，貿易，技術輸出さらには企業進出として行

われたからである 。アジア地域でも日本との関係が少ない地域では，経済発展，国際的分業関係

の形成も未成熟な状況になっ ており ，とくに南アジア地域に顕著に現れている 。日本との経済的

関係を成熟させるということが東アジア地域での経済発展を可能にさせるということから ，中国 ，

ベトナム ，カンボジア ，バングラディシュ なども日本との経済関係を密接にする政策を追求して

きている 。最近ではインドも外国資本，技術の導入に行うようになっ てきた。アジア地域は，従

来の「民族主義的 ・自立的国民経済建設」から脱皮して，先進資本主義諸国との経済的関係を深

めようとしているのである 。しかしアジア地域が日本との経済関係を深めれば深めるほど，アメ

リカは世界経済における地位を後退させることなる 。そこでアメリカは，ＡＰＥＣにも積極的に

も参加するようになっ てきているし，中国の経済発展にも関与し，ＡＳＥＡＮ地域への企業進出

も拡大するという方向を示している 。いわば日本のアジア地域での影響力を小さくするというこ

とは，アメリカの覇権を維持していく施策でもある 。

５． 日本企業の海外進出と経済圏形成

　日本企業の海外生産額は，１９９５年に日本の商品輸出額をこえるようになっ た。 商晶輸出は ，

１９９５年４ ，４００億ドルであ ったが，海外生産額はそれを超えたのである 。海外生産の増大は，輸入

の増加にも寄与している 。１９８０年代に入 ってから日本貿易は，金額的には拡大し続けているが ，

数量的には微増にとどまっ てきた。それが１９９３年から輸出，輸入とも数量的な増加が目立 ってい

る。 とくに日本貿易は加工貿易構造から ，製品を輸出し，製晶を輸入するという構造に転換しつ

つあるということと密接に関連している現象である 。輸入品が増大しているということは，日本

市場の開放化が原因となっ ているのではない。輸入品は，家庭電器製品，半導体，自動車関運品

繊維製品などであり ，いずれも日本で生産しうるものである 。こうした商品の輸入増加が１９８０年

代後半から加速化してきているのである 。さらにこれらの商品のうちの多くは，日本企業が外国

で生産したものである 。とりわけ日本企業の東南アジァ地域での生産は，日本への逆輸入という

形態をとっ ているのである 。輸出の増大も日本企業の海外展開との関運が強い。たとえば自動軍

生産は，アメリカ ，ヨーロッパ，台湾，タイ ，中国などで行われているが，そのための生産設備

の輸出，関連部品の輸出は増大傾向にある 。家庭電器製品あるいはパソコンなども韓国，台湾 ，

中国，マレーシアなどで生産した製品が日本に輸入されている 。こうした地域での生産には日本

から ，あるいは東南アジア地域の生産拠点から部品が調達されるという構造になっ ている 。いわ

ば日本企業の海外展開は，日本を生産拠点として展開するということだけでなく ，アジァ ，アメ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５ユ９）
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リカ ，場合によっ てはヨーロッパの生産拠点を基軸にして，数カ国で部品を生産し，完成品を生

産し，さらに現地で販売するかあるいは先進国市場へ輸出するという形態である 。すなわち日本

企業の多国籍企業的展開は，東南アジア地域を基軸にして，アメリカ ，ヨーロソパに展開すると

第６表　日本の国別 ・地域別対外直接投資（実績べ 一ス）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位）億ドル

１９８０ １９８５ １９９０ １９９４ 累計［１９５１－ ９４１

合計
４７ １２２ ５６９ ４１１ ４， ６３６

北アメリカ
１６ ５５ ２７２ １７８ ２， ０２７

アメリカ １５ ５４ ２６１ １７３ １９４４

ラテンアメリカ ６ ２６ ３６ ５２ ５５１

パナマ ２ １５ １３ １７ ２１８

アジア １２ １４ ７１ ９７ ７６２

インドネシァ ５ ４ １１ １８ １７０

香港 ２ １ １８ １１ １３９

シンガポール １ ３ ８ １１ ９５

タイ ０． ５ １２ ７ ７２

マレーシア
１一 ０． ８ ７ ７ ６４

韓国 １ ３ ４ ５３

中国 １ ３ ２６ ８７

台湾 １ ４ ３ ４０

中東 ２ Ｏ． ４ ０． ７ ３ ４７

ヨーロツパ ６ １９ １４８ ６２ ８９９

イギリス ２ ４ ５２ ２２ ３３８

ドイツ １ ２ １１ ７ ８１

オランダ ６ ４５ １１ １９４

アフリカ １ ２ ７ ３ ７７

オセアニア ４ ５ ４６ １４ ２７３

オーストラリア ４ ５ ４３ １３ ２３９
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　　　第７表　日本の業種別対外直接投資実績（届け出べ一ス）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位）億ドル

１９８０ １９８５ １９９０ １９９４ 累計［１９５１－ ９４１

合計 ４７ １２２ ５６９ ４１１ ４． ６３６

製造業 １７ ２４ １５５ １３９ １， ２８９

食料 Ｏ． ５ １ ８ １３ ７４

繊維 １ Ｏ． ３ ８ ６ ６２

木材 ・パルプ １ ０． ２ ３ １ ４２

化学 ３ １ ２３ ２６ １８９

鉄・ 非鉄 ５ ７ １０ １０ １３８

機械 １ ２ １５ １６ １３１

電機 ３ ４ ５７ ２６ ２９９

輸送機 ２ ４ １９ ２０ １７０

その他 １ ２ １２ １８ １８４

非製造業 ９５ ４０６ ２６９ ３， ２７２

農林業 ０． ４ Ｏ． １ ２ ２ ２０

漁・ 水産業 ０． ３ Ｏ． ４ １ ２ １２

鉱業 ６ ６ １３ ５ ２２２

建設業
０． ４ ユ ３ ４ ４０

商業 ８ １６ ６２ ４４ ４９８

金融 ・保険業 ４ ３８ ８０ ６５ ８７８

サービス業 ３ ７ １１３ ７１ ５７２

運輸業
１２ ２２ ２６ ２６４

不動産業 ７ １２ １１１ ５１ ７１１

その他 ３
７５

『世界と日本　ジェトロ白書　投資編』各年次より作成

　　　　　　　　　　　　　　　（５２０）



　　　　　　　　　　　　　　　現代日本の国際経済関係（岩田）　　　　　　　　　　　　　　　１８３

いう形態である 。

　第６表および第７表は，日本の国別地域別直接投資の実績と業種別直接投資の推移である 。日

本の直接投資は１９８０年代に入 ってから本格的に増大した。日本企業の海外展開あるいは多国籍企

業化は，まさに１９８０年代から始まっ たといえる状況である 。日本企業の直接投資は，１９８０年代は

アメリカおよび香港，インドネシアなど一部の地域 ・国であ ったが，１９９０年代になるとアメリカ
，

ヨーロッパ，東アジアなどに集中するようになっ てきた。日本企業の海外展開は，アメリカ ，ヨ

ーロッパなどの先進国とＡＳＥＡＮ，中国などの東南アジア地域と二分されるようになっ てきて

いるのである 。日本企業は，１９７０年代から１９８０年代のはじめまで韓国を主要な投資地域としてき

たが，１９８０年代後半からは投資額が減少してきた。韓国の低賃金利用を目的とした投資は ，１９７０

年代までであり ，その後は東南アジア地域にシフトしていっ たのである 。日本企業の進出は，業

種別では１９７０年代と８０年代初めまでは鉄鋼，石油化学，アルミなどの素材産業と繊維などに代表

されるような労働集約的な産業が大量を占めていたが，１９８０年代後半からは電機，自動車などの

いわゆる高付加価値 ・技術集約型産業の海外進出が増大する 。また電機，自動車などの製造業だ

けでなく ，銀行，証券などの金融，不動産業などの海外進出も増大していく 。いわば１９８０年代か

ら本格化した日本企業の海外進出は，日本経済の構造転換を迫る起爆剤となっ たのではなく ，経

済成長の停滞もしくは低下を引き起こす要因となっ たのである 。低成長 ・停滞化の日本経済の行

き先は，さらなる経済の国際化であり ，市場開放，規制緩和などの諸措置として現れているので

ある 。こうした施策は経済成長を促すものとして行われているのではなく ，日本企業の海外進出

を一層拡大することを目的として行われているのである 。

　それでは日本企業が海外生産を行う要因は，何であろうか。一般に海外生産の要因は，コスト

を低下させるためと考えられている 。しかしコストを主要因として海外生産するということにな

れば，自動車は何故アメリカ ，ヨーロッパで生産を行い，発展途上地域で大規模な生産活動を行

わないのかということを合理的に説明できないかもしれない。海外生産は，基本的には三つの要

因によっ ている 。第１は，コストの側面である 。この場合のコストは，労賃，原材料価格，エネ

ルギー価格，土地 ・建物価格などであり ，国 ・地域によっ てそのコスト要因は異なっ ている 。第

２は，市場の問題である 。生産した商品が現地で販売できるかどうかということである 。市場の

大きさからいえば，当然アメリカ ，ヨーロッパはアジアの市場よりも大きいということになる 。

第３は，先進国市場へ進出するためには，技術的に優位でなければならないことである 。アジア

地域での生産はコスト優先であるが，現地生産を可能にするためには一定の条件を必要としてい

る。 それは，道路，鉄道，港湾，用水，電力などのいわゆるインフラストラクチャー が整備され

ていることであり ，さらに豊富で安価な労働力が存在していること ，政治体制が安定しているこ

と， 外国企業を積極的に受け入れていること ，などである 。インフラの整備に関しては，日本は

ＯＤＡなどを通じて行 ってきた。政治体制に関しては，東南アジァ諸国は，アフリカ ，ラテン ・

アメリカに比べれば相対的に安定している 。外国企業の受入に関しては，ＡＳＥＡＮ地域あるい

は最近では中国も積極政策を提起している 。こうして東南アジアは，日本企業，アメリカ ，ヨー

ロッパ企業，最近では韓国企業の進出も拡大している 。日本企業の海外生産は，東南アジアと先

進国では，その進出要因は異なっ ているが，東南アジア地域では，日本を基軸とした国際的分業

関係形成を目的として展開している 。東南アジア地域で生産される製品は，コスト低下の可能な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２ユ）
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一般に標準化された製品であり ，先進国では技術優位にある製品を生産するという形態である 。

こうした日本企業の海外生産の拡大が，国内生産の停滞を招く ，いわゆるｒ空洞化」現象を生ん

でいるのである 。最近の日本企業の投資状況をみれば，海外進出している企業は，国内投資より

も国外投資のほうに比重が大きくなっ てきているし，海外生産の比重のほうが大きい企業も数多

く存在する 。

　日本企業の海外生産の増大傾向は，今後も続いていくのであろうか。東南アジア諸国の外資導

入政策は，インドネシア，タイなどは今後も継続していくであろうし，ベトナム ，ミャンマー

ラオス ，カンボジアなどでも外資優遇政策を講じている。さらには中国は，外資導入が，中国の

市場経済化への鍵であるとして外国企業の誘致政策を重要な政策課題として講じている 。鎖国状

態にあ った北朝鮮でさえ，豆満江開発のように外資導入政策は，経済発展の重要な要素として位

置づけている 。このように東 ・東南アジア地域の日本企業の誘致政策は，日本のＯＤＡ供与とあ

いまっ て依然として各国の政策に展開されており ，そのかぎりにおいて日本企業の進出可能性は

大きいということになる 。また東 ・東南アジァ地域の経済発展は，生産基盤の整備をはじめとし

て労働力の質的向上，あるいは市場規模も大きくすることにあり ，日本企業の市場を確保するこ

とにもある 。また日本企業による安価な製品生産は，日本市場だけでなくアメリカ ，ヨーロッパ

ヘの輸出基地としての地位も形成されることになる 。したがって東南アジア地域は日本企業のみ

ならずアメリカ ，ヨーロッパ企業の進出も増大傾向にある 。日本企業あるいは欧米企業による現

地生産の拡大は，ＡＳＥＡＮ諸国の経済構造を大きく転換させることにもなっ た。 とりわけ進出

企業は，ＡＳＥＡＮの市場拡大を目的としての進出ではなく ，欧米あるいは日本市場への輸出拡

大を目的としている。こうした進出形態は，ＡＳＥＡＮ諸国での製品生産は，原料から部品 ・完

成品までといっ た生産体系をもたらすのではなく ，ＡＳＥＡＮ諸国は部品の一部あるいはア ソセ

ンフリーのみといっ た部分加工 ・部品生産 ・組立なとを余儀なくされる 。いわは先進国企業の下

請的生産体制を採らざるをえなくなっ ているのである 。さらにこうした生産体系は，ＡＳＥＡＮ

地域全体の国際分業を形成し，それぞれの国では，欧米 ・日本企業のまさに国際分業の一部を担

っているにすぎない状況になっ ているのである 。多国籍企業によるＡＳＥＡＮ諸国間の国際分業

形成は，国内での原料から完成品までという自国の生産体系 ・国民経済の自立性の確保という点

からすれば，常に脆弱な構造を強いられるということになる 。国民経済における主要な経済施策

が， 外国企業によっ て規制され，原料，部品，完成品生産といっ た国民経済の均衡的発展も不可

能になっ ているのである 。

　ＡＳＥＡＮ諸国と同様に中国は，アメリカ ，日本さらには香港なとの華僑系資本の投資によっ

て生産が拡大している 。アメリカ企業は，日本企業よりも出資額は大きくなっ ている 。アメリカ

の市場拡大政策は，中国市場をアジア支配の重要な位置にあるものとしているからである。日本

企業はこうしたアメリカ戦略の後追いのような内容をもっ て中国進出をはかろうとしているので

ある 。１９８０年代から本格化した日本企業の海外進出は，多国籍企業的展開として生産，販売，研

究開発までもグロー バル展開をめざしている 。このことは，日本企業のみならずアメリカ ，ヨー

ロソパ企業も同様であり ，多国籍企業による世界支配の競争が激化していることを示している 。

中国市場は，まさに欧 ・米 ・日の多国籍企業展開の実験場となりつつある ，という側面をもっ て

いる 。
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　多国籍企業は，世界支配を優位に導くために各国企業との資本 ・技術 ・販売提携などを行うと

ともに，国内での外資の規制と国外での外資規制緩和および国内外の市場開放政策を同時に行
っ

ている 。２１世紀の世界経済は，多国籍企業による市場，生産，技術，価格の支配が浸透すること

になる 。多国籍企業の母国および進出した地域では，生産構造の転換がはかられることになるし
，

労働力配置の再編も行われることになろう 。日本企業も２１世紀の世界経済を見据えての国際的生

産配置，市場獲得が今日的課題となっ ている 。社会基盤形成を目的とした援助は，バラ撒き型

ＯＤＡから実効性のあるすなわち市場の獲得，企業進出をうながす内容のあるＯＤＡへの転換が

要請されている 。また内戦 ・紛争処理を目的とした国際的貢献は，ＰＫＯから進んでＰＫＦある

いは国連軍への参加なとも課題となっ ている 。あるいは安疋市場形成をめさしての地域問経済協

力は，ＡＰＥＣや東アジア経済圏を形成することによっ て多国籍企業的展開の基盤を形成すると

第８表技術輸出入推移 （単位）ユＯＯ万円

ユ９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９４

牽命出 車命入 輸出 車命入 率命出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

全産業 ６６ ．５９４ ユ６９ ，１３ユ ユ５９ ，６ユ２ ２３９ ，５２９ ２３４ ，２２０ ２９３ ，１７３ ３３９ ，３５２ ３７１ ，９０７ ４６２ ，４２８ ３７０ ，６９３

製造業 ５８ ，８８８ １６４ ，８５０ ユ３３ ，２７４ ２３３ ，１８５ ２０５ ，５８８ ２８８ ，６２８ ３２０ ，７０７ ３６８ ，２８４ ４５２ ，５８５ ３６７ ，８４３

食品 ５７７ ３， ８８４ ２， ユ６９ ９， ６４２ ６， １３９ ユＯ ，４２２ ８， ０４４ ８， ６２９ ９， ０９６ ８， ５ユ１

繊維 １， ３１５ ２， ３３８ ３， １６９ ２， ２３３ ４， ＯＯユ ３， ２８７ ３， ９４４ ４， ７２２ ３， ６３５ ７， ８２９

イヒ学 ２１ ，５４７ ２６ ，８９６ ３１ ，８７６ ３９ ，２５２ ３８ ，２３３ ３７ ，３８７ ５８ ．ユ７３ ５４ ，０４３ ６４ ，１１３ ５９ ，０４３

窯業 １， ８０９ ７， ５３２ ７， ９８９ ９， ６ユ２ ９， ４５０ ３２ ，４０４ １ユ ，８６０ ３． ９０９ １０ ，４９５ ２， ２９０

鉄鋼業 １ユ ，９３１ ６． ０５８ １７ ，８５６ ８， ０２３ ２６ ，１９５ ４， ６９８ ９， ４２４ ６， ４８９ ユ２ ，８４５ ２， ３４２

非鉄金属 ５ユ５ ３， ４７６ ３， ６６３ ３， ６９０ １， ９４７ ５， ０７８ ７， ２３９ １３ ，８９０ ４， ４ユ８ ２， ７０７

金属製品 ６ユ３ ユ， ７９０ １， ２２１ ４， ４４０ ２， ３９４ ３， ９２２ ２， ４１８ ２， ３６４ ３， ユ５４ １， ６８０

機械工業 ４， ５０４ ２２ ，９９９ ９， ６２１ ３０ ．２０９ １１ ，７ユ４ ２４ ，４８３ ユ４ ，３６４ ３０ ，５３３ ２０ ，２６２ ２３ ，２７０

電気機械 ７， ３０７ ３８ ，ユ５５ ２３ ，０４５ ６１ ，６７６ ５９ ，４６０ ８４ ，ユ９７ ９７ ，０！７ １５９ ，８６９ １４０ ，４７７ ！７７ ，３８２

輸送用機械 ６， ３０４ ３５ ，６９４ ２ユ ，７５８ ４０ ，２７４ ３２ ，３８６ ５９ ，７０４ ９２ ，Ｏユ４ ５２ ，３ユ４ １６４ ，２３４ ３５ ，６３０

＊青密機械 ２ユ４ ２， ８０３ ８７３ ２， ９４８ ユ， ７２５ ５， ０５９ ４， ３２２ １ユ 、３８９ ５， ６３３ １０ ，６ユ８

その他 ２， ２５４ ユ３ ，３２５ １０ ，０３３ ２１ ，１８５ ！ユ ，９４６ ユ７ ，９８７ ユユ ，８８８ ２０ ，ユ３３ １４ ，２２２ ３６ ，５４３

建設業 ５， ５！９ ３， １０７ ２５ ，３９９ ２， ７０７ ２６ ，５３０ ３， ４７６ １６ ，９４９ ユ， ７９４ ７， ８２０ ９３６

その他非製造 ２， ユ８７ ユ， ユ７４ ９３８ ３， ６３７ ２． １０１ ユ， ０７０ １， ６９６ １， ８３０ ユ， ７２３ ユ， ９ユ４
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第９表地域別 ・国別技術輸出推移 （単位）億円

１９７５ １９８０ １９８５ ユ９９０ １９９４

アジア ２６１ ．２７ ５４２ ．１８ ８７５ ．２３ １５３３ ．１７ ２１４０ ．６８

西アジア ２１ ．６６ ２４４ ．１３ １４１ ．ユ３ ユ９ ．５９ ２３ ．１４

北アメリカ １４２ ．４７ ２９５ ．０１ ５８７ ．４０ ユ， ０８１ ．２０ １５００ ．４ユ

南アメリカ ５８ ．４５ １０８ ．４２ ８７ ．４０ ２９ ．４９ ４９ ．５２

ヨーロツパ １４０ ．３６ ２９０ ．４６ ４５４ ．６ユ ６１４ ．６６ ８ユＯ ．０４

アフリカ ・オセアニア ４１ ．７３ １１５ ．９１ ユ９６ ，４４ ユ１５ ．４０ ９７ ．４８

合計 ６６５ ．９４ １５９６ ．ユ２ ２， ３４２ ．２０ ３３９３ ．５２ ４６２４ ．２８

韓国 ４７ ５３ ユ８２ ４６５ ５３１

中国 ２７ ９５ ２６４ ６８ １７３

ム’ ２９ ９９ ７９ ユ５７ ３００

インドネシア ４８ ７６ ９４ ユ９７ １５２

タイ ３７ ４２ ６２ ２４６ ３６２

シンガポール ８１ ６１ ユ８５ ２６５

アメリカ ６９ ２２ユ ５ユ８ ９９５ ユ３９３

ブラジル ５ユ ６９ ３３ １７ ３５

イギリス ５ ２ユ ５３ ２０ユ ４４２

ドイツ ９ ３４ １ユ３ １１７ ９２

フランス ８ ２３ ４８ ９４ １０１

『科学技術白書」各年次より作成

（５２３）
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いうことも課題となっ ている 。このように日本経済 ・日本企業の海外進出は，１９８０年代から課題

となっ た国際化 ・開放化政策によっ て可能になっ たことであり ，同時に世界経済の変動が進む中

で必然的に辿った道であるということになる 。

　多国籍企業の海外進出と対応して技術貿易は拡大している 。第８表および第９表は，日本の技

術貿易の推移を示している 。第二次世界大戦後の日本は，外国から技術を導入し，それを独自に

応用していくことによっ て国際的競争力を増大してきたといわれてきた。鉄鋼，家庭電器，自動

車， 化学など日本の主要産業は，いずれも外国技術の導入 ・応用によっ て生産を拡大してきたの

である 。しかし外国技術導入と外国への技術輸出は，１９９０年代にな ってから逆転する 。技術貿易

は， １９９０年代になっ て支払いよりも受け取りの方が大きくなっ たのである 。とくに技術輸出を増

大している産業部門は，家庭電器，自動車である 。これらの部門の技術輸出の増大は，日本企業

の海外生産の増大と密接に関連している。日本企業の技術輸出は，西アジアを除くアジアと北ア

メリカに集中している 。さらに最近ではヨーロッパヘの技術輸出も増大傾向にある 。これらの地

域はいずれも日本企業の現地生産の拡大と対応している 。いわば日本の技術輸出は，日本企業の

現地生産拡大に伴 って増大しているのである 。技術輸出の増大あるいは企業の海外生産の拡大は ，

先進諸国では技術優位をもとに行われるのであるが，同時に移転した技術の保護 ・管理も必要と

する 。こうした要請に応えるべくＷＴＯは，知的所有権の保護を加盟国に義務づけているので

ある 。とくにアメリカは，かつてはバーノンのプロダクトサイクル論に象徴されるよう技術優

位・ 新技術開発が世界市場を支配できる基礎であ った。しかしアメリカは，近年のように新技術

開発が困難になっ ているだけでなく ，日本やヨーロッパ諸国の追い上げにあ って世界市場の支配

することすら困難になっ てきている 。そこでアメリカおよぴ多国籍企業戦略は，ＷＴＯを通じて

技術などの知的所有権の確保を各国に義務づけることによっ て技術優位の状況を維持していこう

第１０表　海外在住邦人数推移 （単位）人

長期滞在者 永住者 合　計

人数 割合％ 人数 割合％ 人　数

１９８２ ２１５ ，７９９ ４６ ．５ ２４７ ，８８１ ５３ ．５ ４６３ ，６８０

１９８５ ２３７ ，４８８ ４９ ．４ ２４３ ，２５１ ５０ ．６ ４８０ ，７３９

１９９０ ３７４ ，０４４ ６０ ．３ ２４６ ，１３０ ３９ ．７ ６２０ ，１７４

１９９４ ４２８ ，３４２ ６２ ．１ ２６１ ，５５３ ３７ ．４ ６８９ ，８９５

『海外在留邦人人数調査統計』１９９５年版

　　第１１表　長期滞在者（職業別）の地域分布（１９９４年） （単位）人

民間企業 報道 留学生 ・研究 政府関係職員 その他 合計

アジア ８３ ，４７４ ５１４ ７， １７６ ６， ６８１ ８， ０８６ １０５ ，９３１

オセアニア
１０ ，４８１ ２６ ３， ７１７ １， Ｏ０３ ２， １８８ １７ ，４１５

北アメリカ １０３ ，３０９ １， ２０９ ５４ ，８６６ ３， ０２０ ９， ８４２ １７２ ，２４６

中央アメリカ
２， ５４５ １７ ２９６ １， ２１９ ５７８ ４， ６５５

南アメリカ
３， ９０５ ３３ ２９ユ １， ６７２ ９９６ ６， ９４２

西ヨーロツパ
５３ ，１０５ ７２４ ３１ ，２３８ ４， ２４５ １２ ，５８８ １０１ ，９００

東ヨーロツパ ・ＮＩＳ １， １４９ １２３ ６１５ ７２７ ３１６ ２， ９３０

中近東 ３， ００３ ３０ １２５ ９６６ ３３２ ４， ４５６

アフリカ
１， ９２６ ７５ １７１ ２， ０８５ ７３３ ４， ９９０

全世界 ２６２ ，９４２ ２， ７５１ ９８ ，４９５ ２１ ，６１８ ３５ ，６９９ ４２１ ，５０５

『海外在留邦人数調査統計』１９９５年版より作成

（５２４）
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とする施策を採ろうとしているのである 。

　日本企業の国際化の進展は，労働力の国際的移動をも増大している 。第１０表は，日本人がどの

くらい海外在住しているかを示すものである 。１９９４年現在での日本人の海外在住者は，６０万人を

超えている 。このうち永住権をえて海外で生活している人は，約２５万人ほどでそれほど大きな変

動はない。しかし長期滞在者は，１９８０年代以降急速に増大している 。永住者と長期滞在者の比率

は１９８５年にほぼ同じ人数であ ったのが，その後は長期滞在者の増大が著しく ，１９９４年では長期滞

在者６２％，永住者３７％となっ ている 。１９８０年代以降の日本人の海外在住者の増大は，長期滞在者

の急速な増大によるものなのである 。この長期滞在者の職業及び地域分布を示したのが第１１表で

ある 。この表から明らかなことは，長期滞在者は民問企業での従事，留学生 ・研究者，および政

府などの公的機関への従事である 。民問企業に従事するものの長期滞在は，企業による現地生産

拡大，技術輸出の拡大などのほかに，ヨーロッパ，アメリカなどでの生産 ・技術 ・販売などの情

報収集を目的とした滞在，さらには製造業のみならず，銀行，保険，証券，不動産，サービスな

どの各産業が外国に現地法人を設置したり ，海外支店，海外駐在員事務所を設置したりすること

にともなっ て， 海外在住を余儀なくされているのである 。また政府などの公的機関従事者の海外

在住は，日本企業あるいは留学生 ・研究者なとの日本人の現地生活者が増大したり ，観光客なと

の増大，さらにはＯＤＡをはじめとする援助の増大などによっ て増加傾向にあるのである 。

第１２表　日本の経済協力の実績 （単位）ユＯＯ万ドル

ユ９７０ ユ９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９２

贈与 １２１ ２０２ ７０２ １， ユ８５ ３， ０１９ ４， ４９９

政
無償資金協力 １００ ユ１５ ３７５ ６３６ ユ， ３７４

一二

府 国 技術援助 ２２ ８７ ３２７ ５４９ １， ６４５ １， ８７１

開 問
貸付 ２５０ ６４９ １， ３０８ １， ３７２ ３， ９２０ ３， ５４５

発 計 ３７２ ８５０ ２， Ｏ１Ｏ ２， ５５７ ６， ９４０ ８， ０４４

援
国際機関への拠出 ８７ ２９７ ユ， ３４３ １， ２４０ ２， ２８２ ３， ２ユ５

助
計 ４５８ ユ， １４８ ３， ３５３ ３， ７９７ ９， ２２２ １１ ，２５９

対ＧＮＰ比％ Ｏ． ２３ Ｏ． ２４ Ｏ． ３２ Ｏ． ２９ Ｏ． ３１ Ｏ． ２６

その他の政府資金 ６９４ ユ， ３７０ ユ， ４７８ ３０２ ３， ４７０ ３， ８４２

民間資金 ６６９ ３６３ ユ， ９５８ ８， ０２２ ６， ２６２ ６１８

非営利団体による贈与 ３ １０ ２６ １０１ ユ０３ ユ５９

総　計 １， ８２４ ２， ８９０ ６， ８ユ５ ｕ， ６１９ １９ ，０５７ １５ ，８７７

対ＧＮＰ比％ Ｏ． ９２ Ｏ． ５８ Ｏ． ６６ Ｏ． ８７ Ｏ． ６４ Ｏ． ３７

『経済協力の現状と問題点』各年次より作成

　日本経済の国際化の進展は，ＯＤＡをはじめとする援助の拡大とも密接に関連している 。第１２

表は，日本の経済協力の実績を示している 。日本はＯＤＡ供与国としては世界最大の国である 。

１９８０年代までの日本のＯＤＡは，無償供与よりも借款の方が多く ，援助とは名ばかりの高利貸し

国との批判が発展途上国およひ欧米諸国から発せられた。かつてアメリカは，ＯＤＡなとの援助

供与国としては世界最大の国であ ったのが，ドル危機およびベトナム戦争を契機として日本およ

びヨーロッパに肩代わりさせる戦略に転換していっ た。 日本やヨーロッパは資金供与しながら実

質はアメリカの世界戦略に荷担するという内容であ った。日本，ＥＵ諸国は湾岸戦争の「多国籍

軍」と称したアメリカ王体の軍事行動に多額の分担金の支払いを行 ったことなとは典型的な事例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２５）
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であろう 。さらに欧米諸国による日本のＯＤＡの内容に対する批判から１９９０年代にはいると

ＯＤＡは無償供与の比率が増大している。かつての日本の援助は，借款を主体としその内容もタ

イドローンであ ったが，毎償供与の増大と多国問援助の増大は，日本の援助政策の内容転換を図

らねば国際社会での日本の地位を低くする危険性があ ったことによるのである 。とくに日本政府

は， 国連での安全保障理事会での常任理事国への昇格を課題として掲げている 。常任理事国への

昇格は，まさに日本経済の国際化の頂点に達する内容をもっ ている 。日本経済の国際化は，貿易

の拡大，企業による海外生産の拡大，円の国際通貨化などの現象とともにそれを支える援助ある

いは人的配置などの実質化が求められているのである 。

６． お　わ　り　に

　日本経済 ・日本企業の海外進出は，１９８０年代以降加速度的に進展している 。いまや日本企業の

海外進出は，日本経済の停滞を招いているはかりでなく ，東南アジア地域の経済発展，国際分業

の形成に重要な役割を果たすことにもなっ ている 。こうした日本経済 ・日本企業の海外展開が拡

大すれば，やがて日本経済はかつての１９世紀のイギリス ，２０世紀のアメリカのように世界の経済

を支配する状況になるのであろうか。あるいは日本経済は世界をリードすることが必要なのであ

ろうか 。

　経済学は，古典派のアダム ・スミス以来多くの学派を生み，発展してきた。この問経済学は ，

その理論 ・分析方法は学派によっ て異なっ ているが，いずれも「経済成長」を目指した論理を展

開してきたのであ った。「経済成長」の達成は，経済学の永遠の課題であるかのようであ った 。

しかし現実の世界は，「経済成長」を目的とした経済学の方法そのものが問い直されてきている

ことを示している 。現実の世界は，貧困や飢えの解消どころかますますその範囲は広がりつつあ

るし，戦争や民族紛争なども一向におさまる気配すらない。また国民経済間の経済的格差は，拡

大の傾向にある 。環境問題などは，いままで人類が顧みることのなかった問題を提起しているし ，

さらに人口の爆発的増加，食糧問題の深刻化なども生じている 。こうした現象に対して従来の多

くの経済学は，すべて経済成長によっ て解決できるかのような幻想を呼び，そのための方策も考

えられてきた。しかし現実は従来の経済学では解決できないということも教えている。いまや経

済学は新しい視点から構築しなけれはならなくなっ ているのである 。その新しい経済学の基本視

点は何かといえば，従来のｒ経済成長」を基軸とした論理からの脱皮である 。むしろマイナス

「経済成長」の視点も必要になるということである 。マイナス「経済成長」の論理というのは ，

日本やアメリカ ，ヨーロッパの一部の諸国のように今後も経済成長を続けていくことが必要かど

うかということである 。すなわち「経済成長」よりも経済構造の質的転換あるいは分配の公平化

を求めていく経済学および経済システムの構築が必要なのである 。

　こうした新しい経済学の方法を求めていくという視点からすれば，日本経済は世界経済をリー

トするあるいは盟主となるということは必要がないということは明確であり ，また世界の盟主と

なっ てはならないのでもある 。むしろ日本の生産技術や生産体系を発展途上諸国に移転すること

によっ て， 発展途上諸国の諸問題を解決する方向性を提供することになるということを求めてい
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く必要性がある 。「共生」という言葉に代表されるように，アジアをはじめとした発展途上諸国

との共存，先進諸国との共存は，決して覇権を求めることではない。したがって国際的貢献とは ，

諸国民経済と対等 ・平等 ・内政不干渉 ・平和などの諸原則を徹底するということであり ，決して

軍事的圧力などをかけてはならないのである 。新しい世紀の世界経済は，従来の世界経済の枠組

みとは異なっ たシステムを形成していかなければならないということである 。

（追記）本稿は１９９６年度立命館大学人文科学研究所プロジェクトＡ　「２１世紀経済システムの研究」（研究

　　代表者　岩田勝雄）および！９９６年度文部省科学研究費助成（研究代表者　高木彰）による研究成果の

　　一部である 。

（５２７）
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